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職員の給与等に関する報告及び給与改定に関する勧告の概要 

 

令 和 ６ 年 1 0月 1 8日 

広 島 県 人 事 委 員 会 
 

【本年の給与勧告等のポイント】 

① 月例給について、民間給与との較差11,542円（3.05％）を解消するため、給料月額を引上げ 

② 特別給の年間支給月数を0.10月分引き上げ、期末手当及び勤勉手当に均等に配分 

③ 社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（給与制度のアップデート）に関し、給料及び地域

手当等の諸手当にわたり包括的に給与制度を整備（令和７年４月から実施） 

④ 知事からの検討要請等を踏まえ、情報職給料表を新設（令和７年４月から実施） 

 

１ 職員の給与に関する報告及び勧告 

 ⑴ 職員給与と民間給与との比較 

  ア 月例給 

職員給与が民間給与を11,542円（3.05％）下回っている。 

民間給与 職員給与 較 差 

389,822円 378,280円 11,542円（3.05％） 

  イ 特別給 

職員の年間支給月数が民間における年間支給割合を0.11月分下回っている。 

民間の支給割合 職員の支給月数 民間との差 

4.61月分 4.50月 0.11月 

 

⑵ 民間給与との較差等に基づく給与改定 

  ア 月例給 

    本年の職員給与と民間給与の較差11,542円（3.05％）を解消するため、人材確保の観点か

ら、若年層に特に重点を置き、全ての号給について所要の改定を行うとともに、本県の給料

表の構造を踏まえて改定 

イ 特別給（期末手当及び勤勉手当） 

民間の支給割合に見合うよう年間支給月数を0.10月分引き上げ（4.50月→4.60月）、国の

改定状況、民間の配分状況等を参考に、引上げ分は期末手当及び勤勉手当に均等に配分 

ウ 初任給調整手当 

    医師に対する初任給調整手当について、国の取扱いに準じて改定 

エ 実施時期  

    令和６年４月１日 

 

 ⑶ 社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（給与制度のアップデート） 

本年、人事院は、時代の要請に即した給与制度に転換するため、社会と公務の変化に応じた

給与制度を整備することとし、具体的な措置内容を勧告 

本県においても、国家公務員の給与制度を基本としつつ、本県の実情や民間給与との比較結

果も勘案し、次のとおり対応することが必要 
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ア 給料表 

国における初任給・若年層の水準引上げや職責重視の体系への見直し等を基準とし、本県

の給料表の構造等を踏まえて改定 

イ 扶養手当 

配偶者に係る手当を廃止し、子に係る手当を増額 

配偶者：6,500円→廃止 子：10,000円→13,000円 

ウ 地域手当 

国の見直し内容等を踏まえ、支給地域及び支給割合を見直し 

広島市：6.2％→8％ 安芸郡府中町：6.2％→4％ その他の県内市町：3.2％→4％ 

エ 通勤手当 

支給限度額を月15万円へ引き上げるとともに、新幹線等に係る支給要件のうち、通勤時間

が片道当たり30分以上短縮されることを求める要件の見直し 

オ 単身赴任手当 

採用に伴い支給要件を満たした職員に対し、手当の支給を可能とするよう見直し 

カ 管理職員特別勤務手当 

平日深夜に係る手当について、支給対象時間帯及び支給額を国に準じて見直すとともに、

新たに特定任期付研究員及び特定任期付職員に対し支給 

対象時間：午前０時～午前５時→午後10時～午前５時 

キ 勤勉手当 

「特に優秀」の成績区分の成績率の上限及び人員分布率を国に準じて見直し 

ク 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員に支給する手当 

手当の拡大（住居手当、特地勤務手当等） 

ケ 特定任期付職員の特別給 

特定任期付職員業績手当を廃止し、新たに勤勉手当を支給 

コ 実施時期 

令和７年４月１日 

※ 初任給・若年層の水準引上げは、令和６年４月１日に先行実施 

※ 扶養手当及び地域手当の改定については、職員への影響等を考慮し、段階的に実施 

 

 ⑷ 情報職の職員に適用する新たな人事・給与制度 

情報職の職員に適用する人事・給与制度の見直しについて、知事からの検討要請を受け、民

間の動向や地方公務員法の趣旨等を踏まえて検討を行った結果、情報職給料表を新設し、所

要の措置を講ずることが適当 

 

⑸ 給与制度をめぐる諸課題 

  ア 獣医師に対する初任給調整手当 

    獣医師について、人材確保の観点から、初任給調整手当の支給月額の引上げなど、所要の

見直しが必要 

  イ 教員給与 

    本年、中央教育審議会は、公立学校の教員給与等について答申を行い、現在、国において

具体的な検討が進められていることから、動向を注視しつつ、所要の準備を進めていくこと

が必要 

 

 

 



- 3 - 

 

２ 人事行政における当面の諸課題に関する報告 

 ⑴ 人材の確保・育成等 

  ア 多様で有為な人材の確保 

    人材確保を取り巻く環境が厳しい中においても、意欲と志を持つ人材を確保していくこ

とができるよう、広報活動や試験制度の見直し等を行うことが必要  

    また、引き続き社会人経験者や任期付職員の採用等で民間人材を確保するとともに、これ

らの人材が、その能力や知見を発揮できるようにしていくことも重要 

  イ 能力・実績に基づく人事管理の推進 

    定年が今後段階的に引き上げられることや、若年層の離職者が増加していることなどを

踏まえれば、職員の士気を高め、組織のパフォーマンスを最大限発揮するため、人事評価に

より職員の能力・実績を的確に把握した上で、その結果を人材育成の観点から活用するとと

もに、任用形態を問わず、任用、給与等に適切に反映することが必要 

    加えて、人事院が給与制度のアップデートについて勧告するとともに、職務給の原則や能

力・実績主義の徹底に必要となる人事施策等を検討する方針であることなども踏まえ、能

力・実績に基づく人事管理を更に推進することが重要 

  ウ 人材育成 

組織全体のパフォーマンスを向上させていくため、県政の推進に資する知識・スキルを習

得した職員を適切に評価することなどを通じて、職員のモチベーションを高めていくこと

が重要 

また、職場における心理的安全性を確保しながら、職員一人一人の状況を丁寧に把握し、

各職員の思いに向き合った人材育成を行うことが必要 

エ 多様な職員が活躍できる職場環境づくり 

    多様化・複雑化する行政課題に対応していくためには、職員一人一人の属性、背景、価値

観や考え方、勤務形態の差異を組織内の多様性として互いに認め合い、活かしていくこと

で、組織全体のパフォーマンスを向上させ、課題解決に結び付けていくことが重要 

 

 ⑵ Well-beingの実現につながる勤務環境の整備 

職員が高い意欲とやりがいをもって働くことができるよう、職員一人一人のWell-being（肉

体的にも精神的にも社会的にも全てが満たされた状態）の実現につながる勤務環境の整備を進

めていくことが必要 

  ア 時間外勤務の縮減等 

特定の職員が一定期間恒常的に長時間勤務を行うなど負担が偏っている状況が見られ、

職員の健康に最大限配慮することが必要 

時間外勤務を縮減していくためには、徹底した業務の精選・合理化に加え、デジタル技術

の活用による業務の効率化や柔軟な業務配分の見直し等を行い、それでもなお、恒常的に長

時間の時間外勤務を命じざるを得ない場合は、業務量に応じた適正な人員の配置を行うな

どの取組を推進するとともに、管理監督者が上限規制の趣旨を踏まえたマネジメントを着

実に行っていくことが必要 

また、教員の長時間労働については、一定の改善は図られてきたものの、依然として多く

の教員が長時間労働を行っており、教員の負担をより一層軽減し、子供と向き合う時間を確

保するため、令和５年３月に改定した「学校における働き方改革取組方針」に定める取組を

着実に進めていくことが必要 

さらに、年次有給休暇の取得促進について、今後も、職員の意識向上や取得しやすい環境

整備等に、引き続き積極的に取り組むことが必要 
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  イ 仕事と暮らしの両立支援の取組の推進 

育児や介護に責任を有する職員が仕事と暮らしを両立しながら勤務できる環境を整備す

ることが重要 

男性職員の育児休業については、引き続き制度の周知や意識啓発を図り、取得率が低い職

域においても取得しやすい環境の整備を推進していくことが必要 

また、国の両立支援制度を強化する取組の内容を踏まえて、仕事と暮らしの両立支援の取

組を更に推進していくことが必要 

  ウ 多様なワークスタイル・ライフスタイルを可能とする柔軟な働き方の推進 

ワークスタイル・ライフスタイルに対する価値観が多様化している中で、国や他の地方公

共団体の動向も注視しながら、現場の実情に配慮しつつ、テレワーク利用の拡大・定着を図

るとともに、フレックスタイム制など柔軟な働き方を一層促進する制度の導入について検

討することが必要 

  エ 職員の健康管理 

若年層職員の精神疾患による長期病休者及び休職者の増加が顕著であり、若年層職員へ

のメンタルヘルス対策は喫緊の課題。現在進められている取組の効果を検証し、更なる実効

的な対策が必要 

また、再発防止のためにも、予防や早期発見・早期対応の観点に立った対策が必要 

  オ ハラスメントの防止 

    パワー・ハラスメント防止対策の法制化に伴い実施した対策により相談件数が増加して

いる状況や、いわゆるカスタマー・ハラスメントに対する社会的関心が高まっていることも

踏まえて、ハラスメントのない職場環境づくりにより一層努め、ハラスメントの予防・解決

に向けて組織的に取り組んでいくことが必要 

 

⑶ 不祥事根絶に向けた取組の徹底 

   多くの職員は、真摯に日々の職務に精励しているところであるが、不適正な事務処理による

懲戒処分事案が複数発生しており、教職員によるわいせつ・セクハラ行為の懲戒処分事案も後

を絶たない状況は、極めて遺憾 

事案ごとに原因分析を行い、その結果に基づき、不祥事根絶に向けた取組を続け、県民の信

頼と負託に応えていくことが必要 
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（参 考）  

１ 民間給与との較差等に基づく給与改定（令和６年４月から実施） 

         職員給与が民間給与を 11,542 円(3.05％)下回っていることから、 

給料表の水準を引上げ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         職員の年間支給月数(4.50 月)が民間の年間支給割合(4.61 月分)を 

下回っていることから、年間支給月数を 4.60 月に引上げ 

 

２ 職員数及び職員構成 

 

○ 本年４月現在における人事統計調査によると、職員数は、22,862人で、そのうち行政職給

料表適用者は5,830人、公安職給料表適用者は5,128人、教育職給料表適用者は11,389人 

○ 全職員の平均年齢は40.0歳 

 

給料表区分 
職員数 

(単位：人) 

職員構成比 

(単位：％) 

全給料表 22,862 100.0 

行 政 職 給 料 表 (一般行政職員)  5,830  25.5 

公 安 職 給 料 表 (警察官)  5,128  22.4 

教育職給料表(二)(ロ) (高校教員等)  3,675 
 49.8 

教育職給料表(三)(イ) (小中教員等)  7,714 

研 究 職 給 料 表 (研究員)    254   1.1 

医療職給料表(一) (医師等)     43 

  1.1 医療職給料表(二) (栄養士・獣医師等)    132 

医療職給料表(三) (保健師等)     86 

 ※ 新規採用者を含んだ数値 

月 例 給 

《職員給与と民間給与の比較》 

※はね返り分…給料の改定に伴い、 

諸手当の額が増減する分 

《改 定 内 容》 

特 別 給 

給 料 10,982円 (2.90％) 

 

はね返り分 560 円 (0.15％)

 職員給与 

378,280 円 

較 差 11,542 円 

(3.05 ％） 

民間給与 

389,822 円 
比較
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３ 給与勧告の手順 

○ 人事委員会では、県職員と民間の４月分の給与（月例給）を調査した上で、精密に比較し、

較差が生じた場合は、その較差を解消することを基本に勧告を実施 

○ 特別給についても、民間の特別給（ボーナス）の過去１年間（昨年８月から本年７月まで）の

支給実績を精確に把握し、民間の年間支給割合に、県職員の期末・勤勉手当の年間支給月数を

合わせることを基本に勧告を実施 
 

 

 

       

  

５月 

～ 

７月 

８月 

 

～ 

 

９月 

 

10月 

勧告

後 

本年の日程 

民間給与の調査
企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上
の事業所を実地調査

事業所別調査
・給与改定や諸手当の
支給状況

・ボーナス

(昨年８月から本年７月まで)

従業員別調査

４月分給与

県職員給与の調査
全職員（行政職、公安職、教育職等）
を対象に個人別調査

個人別調査

４月分給与

県職員（行政職適用職員）と民間の月例給を比較

職務の種類、役職段階、学歴、年齢を同じくする者同士の
給与を比較（ラスパイレス方式）

県職員の期末・勤勉

手当の支給月数と

民間の特別給の

支給割合を比較

情勢適応の原則
（民間準拠）

各任命権者、職員団体等
の要望・意見を聴取

人事院勧告、他都道府県
の動向等を考慮

～ 人事委員会勧告・報告 ～

給料表、諸手当の改定内容を決定

県議会
（給与条例の改正）

県知事
（勧告の取扱い決定）

条例案提出
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４ 民間給与との比較 

民間給与との比較方法 

○ 行政職給料表の適用者と、民間事業所における事務・技術関係職種の者について、主な給与

決定要素である役職段階、学歴及び年齢を同じくする者同士の本年４月の給与額を対比させ、

精密に比較 

○ 具体的には、次のとおり個々の職員に民間の給与額を支給したとすれば、これに要する支給

総額【Ａ】が、現に支払っている支給総額【Ｂ】に比べてどの程度の差があるかを算出 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間給与の調査対象事業所 

○ 企業規模 50 人以上で、かつ、事業所規模 50 人以上の県内 1,343 事業所を企業規模や産業等

により32のグループに区分し、これらのグループから335事業所を無作為に抽出して調査を実

施し、調査不能等であった48事業所を除く287事業所について調査を完了 

   

企業規模 

区  分 
規模計 500人以上 

100人以上 

500人未満 

50人以上 

100人未満 

調査対象事業所 1,343 598 554 191 

抽出事業所   335 155 136  44 

調査事業所   287 137 113  37 

※ 

※民間の役職段階は、企業規模500人以上 
の事業所の場合 

職員： 

行政職 

民間： 

給与の 

比較対 

象職員 

各役職段階ごとに、１級と 

「係員・主任」の場合と同 

様、学歴別、年齢階層別に 

民間給与と職員給与を算定 

(役職段階） 

職員 民間 

１級
主事 

係員･

主任 

( 学歴） 

２級 

主任 

３級
主査 

４級 

参事 

５級課長

６級部長

７級 

局長 

係長 

係長･
課長 

代理 

課長 

代理 

課長 

部長 

等

大学卒 

短大卒 

高校卒 

中学卒 

22、23 歳 

20、21 歳

18、19 歳 

16、17 歳 

(年齢） 

民間給与総額 

【 Ａ 】

職員給与総額 

【Ｂ 】 

民間給与 
× 

職員数 

職員給与 
× 

職員数 

民間給与 

×
職員数 

民間給与 
×

職員数 

民間給与
×

職員数 

職員給与 

×
職員数 

職員給与 
×

職員数 

職員給与 

×
職員数 

比較 

民間給与総額 

÷

職員総数 

職員給与総額 

÷ 

職員総数 

(比較方法） 

大卒、 22、23 歳・民間係員･主任 

平均給与額 ○○○,○○○円

大卒、 22、23 歳 

１級（主事）職員数 

大卒、 22、23 歳・１級（主事） 

平均給与額 ○○○,○○○円

大卒、 22、23 歳 

１級（主事）職員数 × ×

※民間の役職段階は、企業規模500 人以上 
の事業所の場合 
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５ 給与勧告の実施状況等 

最近の給与勧告の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  ※ 「平均年間給与」の「増減額」及び「率」は、勧告による改定前と改定後の増減 
   （令和６年平均年間給与：改定前632.8万円→改定後656.2万円） 

  ※ 令和６年の数字については、行政職給料表適用職員のうち、新規採用者を除く5,592人（平均年齢

42.6歳）の平均 
 

地方公務員の給与決定に関する原則 

１ 情勢適応の原則（地方公務員法第14条第１項） 

  地方公共団体は、この法律に基づいて定められた給与、勤務時間その他の勤務条件が社会 

一般の情勢に適応するように、随時、適当な措置を講じなければならない。 

２ 職務給の原則（地方公務員法第24条第１項） 

  職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない。 

３ 均衡の原則（地方公務員法第24条第２項） 

  職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給 

 与その他の事情を考慮して定められなければならない。 

４ 条例主義（地方公務員法第24条第５項） 

  職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。 
 
 

人事委員会の勧告制度 

○ 地方公務員法に基づいて設置された人事行政の専門機関である人事委員会は、職員の人事 

管理が適正に行われるよう、中立・公平な立場で、人事行政の運営に関する調査等を行い、 

その成果に基づいて、勧告、報告するなどの役割を担っており、このうち、人事委員会の勧 

告制度は、公務員の労働基本権制約の代償措置として、職員の給与、勤務時間その他の勤務 

条件を社会一般の情勢に適応させるための制度 

年間支給月数 対前年増減 増減額 率

1,201円 0.31% 4.10月 0.15月 8.3万円 1.30%

3,606円 0.93% 4.20月 0.10月 10.0万円 1.57%

619円 0.16% 4.30月 0.10月 5.2万円 0.81%

565円 0.14% 4.40月 0.10月 5.1万円 0.79%

641円 0.16% 4.45月 0.05月 3.1万円 0.47%

312円 0.08% 4.50月 0.05月 2.6万円 0.40%

△ 97円 △0.03% 4.45月 △0.05月 △2.0万円 △0.31%

△ 87円 △0.02% 4.30月 △0.15月 △6.1万円 △0.96%

813円 0.21% 4.40月 0.10月 5.4万円 0.86%

3,711円 0.98% 4.50月 0.10月 10.1万円 1.61%

11,542円 3.05% 4.60月 0.10月 23.4万円 3.70%

平成30年

令和元年

令和２年

令和６年

平成26年

平成27年

平成28年

平成29年

令和３年

令和４年

令和５年

月例給の較差
(民間給与－職員給与)

平均年間給与
(行政職)

特別給
(期末・勤勉手当)

項　目

　年


